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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第81期
第１四半期
連結累計期間

第82期
第１四半期
連結累計期間

第81期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 33,985 29,632 146,982

経常利益 (百万円) 1,588 1,549 6,161

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,498 2,245 6,728

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,920 2,410 6,428

純資産額 (百万円) 15,419 21,960 19,925

総資産額 (百万円) 103,921 100,822 106,063

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 19.70 29.51 88.44

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.7 21.7 18.7
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」について、重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、一部に足踏みが見られるものの、依然として高い水準にあ

る企業収益を背景として、雇用・所得環境の改善が続くなか、景気は緩やかな回復基調で推移した。一方で、新興

国経済の減速や英国のEU離脱の影響等による海外経済環境の動揺や国内においても４月に発生した熊本地震の影響

や消費税増税の延期の影響など、先行きに関しては不透明感が増大する状況となっている。

　当社グループの主たる事業である建設業界においては、公共建設投資は前年度に続き減少傾向が見られるもの

の、民間建設投資については、大型再開発工事の発現や企業収益の改善に伴う設備投資や住宅建設の持ち直しな

ど、総じて堅調に推移した。

 このような状況のもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間の受注高は506億２千５百万円で、前年同期

比45.9％の増加、売上高は296億３千２百万円で前年同期比12.8％の減少、売上総利益は31億１千万円で前年同期

比2.5％の増加となった。

 

 営業利益については、16億９千６百万円(前年同期比6.3％の増加)となった。

 経常利益については、15億４千９百万円(前年同期比2.5％の減少)となった。

 親会社株主に帰属する四半期純利益については、22億４千５百万円(前年同期比49.8％の増加)となった。

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

(建 築)

受注高は428億１千７百万円(前年同期比73.8％増)、売上高は225億５千９百万円(前年同期比22.4％減)とな

り、セグメント利益は22億４千８百万円(前年同期比3.4％増)となった。

(土 木)

受注高は78億７百万円(前年同期比22.4％減)、売上高は67億８千３百万円(前年同期比49.0％増)となり、セグ

メント利益は７億６千９百万円(前年同期比0.5％増)となった。

 

また、「その他」の事業については、売上高２億８千９百万円(前年同期比19.4％減)、セグメント利益５千万

円(前年同期比17.1％減)となった。
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(2) 財政状態の分析

(資 産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて6.0％減少し、857億６千２百万円となった。これは、工事代金の回収

により現金預金が105億５千２百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が145億９千８百万円減少したこと

などによる。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.3％増加し、150億６千万円となった。これは、投資その他の資産の

その他に含まれる投資有価証券が４億９千９百万円減少したものの、投資その他の資産のその他に含まれる繰延

税金資産が６億８千７百万円増加したことなどによる。

 この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて4.9％減少し、1,008億２千２百万円となった。

(負 債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて7.5％減少し、678億３千３百万円となった。これは、支払手形・工事

未払金等が51億５千６百万円減少、未払金が10億７千１百万円減少したことなどによる。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて13.9％減少し、110億２千８百万円となった。これは、長期借入金が

８億５百万円減少、その他に含まれる繰延税金負債が９億３千９百万円減少したことなどによる。

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて8.4％減少し、788億６千２百万円となった。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて10.2％増加し、219億６千万円となった。これは、親会社株主に帰

属する四半期純利益の計上等により、利益剰余金が18億６千４百万円増加したことなどによる。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は約４千１百万円であった。

 なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主たる事業である建設市場の平成28年度建設投資見通しは、政府建設投資は引き続き減少傾向で

はあるものの、民間住宅関連建設投資は引き続き堅調に推移すると見込まれ、また、非住宅関連は持続する景気回

復に伴う企業業績の改善を背景とした設備投資意欲の増大、オリンピック関連やインバウンド需要への対応等によ

り建設投資は増加が期待され、全体としては、前年度同程度は確保される見通しである。

　このような状況の中、当社は、平成27年度を初年度とする「中期３ヵ年計画（平成27年度～平成29年度）」を策

定し、前年度より、外部環境の変化に柔軟・的確に対応出来るレジリエントな企業を目指し、本業である建設事業

の収益構造をより一層“量”から“質”への転換を促進し安定した業績を確保するとともに、更なる業務の効率化

や収益力の強化、人材の確保・育成に取り組んでいるところである。

　引き続き、様々なステークホルダーから将来にわたり、「信頼され選ばれる企業」となるために、全役職員一丸

となって様々な施策の推進に邁進していく所存である。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 293,565,000

計 293,565,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 77,386,293 77,386,293
 東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株である。

計 77,386,293 77,386,293 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 77,386 ― 8,419 ― 970
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成28年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,303,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

75,624,000
75,624 ―

単元未満株式
普通株式

459,293
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 77,386,293 ― ―

総株主の議決権 ― 75,624 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式462株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社淺沼組

大阪市浪速区湊町
一丁目２番３号
マルイト難波ビル

1,303,000 ― 1,303,000 1.68

計 ― 1,303,000 ― 1,303,000 1.68
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 32,157 42,710

  受取手形・完成工事未収入金等 48,471 33,872

  未成工事支出金 6,670 5,254

  その他のたな卸資産 194 187

  未収入金 2,562 2,348

  その他 1,357 1,413

  貸倒引当金 △210 △25

  流動資産合計 91,203 85,762

 固定資産   

  有形固定資産 5,156 5,172

  無形固定資産 396 407

  投資その他の資産   

   その他 9,970 10,142

   貸倒引当金 △662 △660

   投資その他の資産合計 9,307 9,481

  固定資産合計 14,860 15,060

 資産合計 106,063 100,822

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 31,008 25,852

  短期借入金 16,720 16,723

  未払金 7,176 6,104

  未払法人税等 672 206

  未成工事受入金 8,129 9,146

  完成工事補償引当金 680 527

  工事損失引当金 404 355

  その他 8,542 8,917

  流動負債合計 73,335 67,833

 固定負債   

  長期借入金 7,171 6,366

  退職給付に係る負債 4,269 4,241

  その他 1,362 421

  固定負債合計 12,802 11,028

 負債合計 86,138 78,862
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,419 8,419

  資本剰余金 970 970

  利益剰余金 9,479 11,344

  自己株式 △140 △140

  株主資本合計 18,728 20,593

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,516 2,164

  退職給付に係る調整累計額 △1,435 △923

  その他の包括利益累計額合計 1,081 1,241

 非支配株主持分 114 126

 純資産合計 19,925 21,960

負債純資産合計 106,063 100,822
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高   

 完成工事高 33,625 29,342

 その他の事業売上高 359 289

 売上高合計 33,985 29,632

売上原価   

 完成工事原価 30,685 26,324

 その他の事業売上原価 263 197

 売上原価合計 30,949 26,521

売上総利益   

 完成工事総利益 2,940 3,017

 その他の事業総利益 95 92

 売上総利益 3,035 3,110

販売費及び一般管理費 1,439 1,414

営業利益 1,596 1,696

営業外収益   

 受取利息 41 30

 受取配当金 59 60

 持分法による投資利益 13 11

 その他 28 5

 営業外収益合計 142 109

営業外費用   

 支払利息 126 105

 為替差損 ― 124

 その他 24 26

 営業外費用合計 150 256

経常利益 1,588 1,549

特別利益   

 会員権退会益 9 ―

 その他 0 0

 特別利益合計 9 0

特別損失   

 固定資産除売却損 0 0

 投資有価証券評価損 ― 9

 特別損失合計 0 9

税金等調整前四半期純利益 1,598 1,539

法人税、住民税及び事業税 89 147

法人税等調整額 △1 △859

法人税等合計 88 △711

四半期純利益 1,509 2,250

非支配株主に帰属する四半期純利益 11 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,498 2,245
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 1,509 2,250

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 340 △351

 退職給付に係る調整額 70 511

 その他の包括利益合計 410 159

四半期包括利益 1,920 2,410

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,909 2,404

 非支配株主に係る四半期包括利益 11 5
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【注記事項】

(会計方針の変更)

減価償却方法の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応報

告第32号　平成28年６月17日)を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

　なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微である。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当第１四

半期連結会計期間から適用している。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務(保証債務)

下記の連結会社以外の会社に対して保証を行っている。

提出会社施工マンションの売買契約手付金の返済に対する保証

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

 ― ㈱今井建設 18百万円

計  ― 計 18
 

 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、コミットメントライン契約を締結している。

当四半期連結会計期間末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりである。

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

コミットメントラインの総額             5,000百万円             5,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 5,000 5,000
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 76百万円 87百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 152 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

 

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 380 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)建 築 土 木 計

売上高        

  外部顧客への売上高 29,071 4,553 33,625 359 33,985 ― 33,985

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 1 1 △1 ―

計 29,071 4,553 33,625 361 33,986 △1 33,985

セグメント利益 2,174 765 2,940 61 3,001
△1,405
(注２)

1,596

 

(注) １   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでいる。

２   セグメント利益の調整額△1,405百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各事業セグメントに

配分していない全社費用△1,404百万円が含まれている。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一

般管理費である。

３   セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)建 築 土 木 計

売上高        

  外部顧客への売上高 22,559 6,783 29,342 289 29,632 ― 29,632

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 1 1 △1 ―

計 22,559 6,783 29,342 291 29,633 △1 29,632

セグメント利益 2,248 769 3,017 50 3,068
△1,372
(注２)

1,696

 

(注) １   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでいる。

２   セグメント利益の調整額△1,372百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各事業セグメントに

配分していない全社費用△1,372百万円が含まれている。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一

般管理費である。

３   セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

  
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.70 29.51

   (算定上の基礎)    

   親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 1,498 2,245

   普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益      

(百万円) 1,498 2,245

   普通株式の期中平均株式数 (千株) 76,094 76,082
 

(注)   潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

 該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月10日

株式会社 淺沼組

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   荒  井  憲 一 郎   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   林   雅   史   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社淺沼組

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社淺沼組及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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